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平成１８年６月期   個別中間財務諸表の概要 平成１８年２月１０日 
上 場 会 社 名  プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  上場取引所    大阪（ヘラクレス市場） 

コ ー ド 番 号  ７７０７ 本社所在都道府県  千葉県 

（ＵＲＬ http：//www.pss.co.jp ） 

代 表 者 代表取締役社長    田島  秀二 

問合せ先責任者 取締役業務本部長 秋本    淳    ＴＥＬ (０４７)３０３－４８００ 

決算取締役会開催日 平成１８年２月１０日            中間配当制度の有無   有 

単元株制度採用の有無   無 

 

１ 17年12月中間期の業績(平成17年7月1日～平成17年12月31日) 

(1)経営成績                                （百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

17年12月中間期 

16年12月中間期 

百万円     ％

１，３７２ （１２．５  ）

１，２２０ （５２．８  ）

百万円     ％

△３９ （    －    ）

 △９４ （    －    ）

百万円     ％

△４５ （    －    ）

 △９２ （    －    ）

17年6月期 ２，８６１  １４７        １１８              
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 

 

17年12月中間期 

16年12月中間期 

百万円     ％

△２８０ （    －    ）

△１０８ （    －    ）

円   銭

△６，７２３  ７８  

△２，６１８  １９  

17年6月期 １０２              ２，４７４  １０   

（注）①期中平均株式数 1７年 12 月中間期 41,711 株 1６年 12 月中間期 41,468 株  1７年 6 月期  41,468 株 
②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増

減率 

 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

17年12月中間期 

16年12月中間期 

円  銭 
   －  －  
   －  －  

円  銭

   －  －  
   －  －  

17年6月期    －  －     －  －  

 

 

 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

17年12月中間期 

16年12月中間期 

百万円 

４,７５０       

４,４６１       

百万円

２,８８２      

２,９２９      

％ 

６０.６    

６５.６    

円   銭

６８,０９５ ５２

７０,６３５ ４４

17年6月期 ４,６０４  ３,１４０      ６８.２    ７５,７３７ １４

（注）①期末発行済株式数 17年 12月中間期  42,328 株 16年 12月中間期 41,468 株  17年 6月期  41,468 株 

②期末自己株式数  17年12月中間期   -  株   16年12月中間期  －  株   17年6月期    －  株 

 

２ 18年6月期の業績予想(平成17年7月1日～平成18年6月30日) 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通 期 

百万円 

２，９３０    

百万円

１０  

百万円

△２３０  

円  銭 

－     

円  銭

－    

（参考）１株当たり予想当期純損失（通期）  5,433円76銭 

※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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【中間財務諸表等】 

 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

前事業年度末の 

要約貸借対照表 

(平成17年６月30日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   1,916,379 1,652,274  1,730,210

２．受取手形 ※4  9,317 7,952  5,317

３．売掛金   533,495 1,041,364  784,129

４．たな卸資産   615,183 587,893  603,371

５．その他 ※3  56,334 43,780  94,842

６．貸倒引当金   △543 △1,049  △789

流動資産合計   3,130,166 70.2 3,332,215 70.1  3,217,082 69.9

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1   

(1）建物 ※2 275,847 225,110 273,981 

(2）機械及び装置  105,240 51,645 87,813 

(3）車両運搬具  2,271 1,622 1,906 

(4）工具器具及び備品  159,200 175,412 233,776 

(5）土地 ※2 431,250 272,530 431,250 

有形固定資産合計   973,809 21.8 726,320 15.3  1,028,727 22.3

２．無形固定資産   34,991 0.8 27,196 0.6  31,468 0.7

３．投資その他の資産    

(1）関係会社株式 197,985 532,935 197,985 

(2）関係会社出資金 107,520 107,520 107,520 

(3）その他  17,211 24,311 21,733 

投資その他の資産計   322,717 7.2 664,766 14.0  327,239 7.1

固定資産合計   1,331,517 29.8 1,418,283 29.9  1,387,434 30.1

資産合計   4,461,684 100.0 4,750,499 100.0  4,604,517 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

前事業年度末の 

要約貸借対照表 

(平成17年６月30日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金   329,965 264,928  293,417

２．短期借入金 ※2  100,000 －  100,000

３．一年内返済予定の

長期借入金 
※2  415,524 337,852  323,688

４．未払金   76,734 －  －

５．賞与引当金   4,265 4,585  4,305

６．その他   22,852 122,142  121,219

流動負債合計   949,342 21.3 729,508 15.4  842,630 18.3

Ⅱ 固定負債    

１．社債 ※2  － 350,000  －

２．長期借入金 ※2  583,030 786,249  619,034

３．繰延税金負債   201 1,262  465

４．その他   － 1,131  1,718

固定負債合計   583,231 13.1 1,138,643 24.0  621,219 13.5

負債合計  1,532,574 34.4 1,868,151 39.4  1,463,849 31.8

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   2,024,978 45.4 2,035,378 42.8  2,024,978 44.0

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金   2,491,267 2,501,826  2,491,267

資本剰余金合計   2,491,267 55.8 2,501,826 52.7  2,491,267 54.1

Ⅲ 利益剰余金    

１．中間(当期)未処

理損失 
  1,587,432 1,656,720  1,376,264

利益剰余金合計   △1,587,432 △35.6 △1,656,720 △34.9  △1,376,264 △29.9

Ⅳ その他有価証券 

評価差額金 
 296 0.0 1,862 0.0  686 0.0

資本合計   2,929,110 65.6 2,882,347 60.6  3,140,667 68.2

負債・資本合計   4,461,684 100.0 4,750,499 100.0  4,604,517 100.0
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高   1,220,232 100.0 1,372,978 100.0  2,861,606 100.0

Ⅱ 売上原価   762,681 62.5 860,688 62.7  1,562,009 54.6

売上総利益   457,550 37.5 512,290 37.3  1,299,596 45.4

Ⅲ 販売費及び 

一般管理費 
  552,104 45.2 551,503 40.2  1,152,388 40.3

営業利益又は営業

損失 (△) 
  △94,554 △7.7 △39,212 △2.9  147,208 5.1

Ⅳ 営業外収益 ※1  16,089 1.3 12,925 0.9  720 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※2  14,019 1.1 19,134 1.4  29,449 1.0

経常利益又は経常

損失(△) 
  △92,484 △7.5 △45,421 △3.4  118,479 4.1

Ⅵ 特別利益 ※3  － － 3,699 0.3  966 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4  14,941 1.2 237,588 17.3  14,560 0.5

税引前中間純損失

(△)又は税引前当期

純利益 

  △107,426 △8.7 △279,310 △20.4  104,886 3.6

法人税、住民税及び

事業税 
  1,144 0.1 1,144 0.1  2,290 0.1

中間純損失(△)又

は当期純利益 
  △108,571 △8.8 △280,455 △20.5  102,596 3.5

前期繰越損失   1,478,860 1,376,264  1,478,860

中間(当期)未処理

損失 
  1,587,432 1,656,720  1,376,264
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価

法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同  左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

 

(1)有価証券 

子会社株式 

同  左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

 

    デリバティブ   デリバティブ 

    時価法   同左 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 総平均法による原価法 
 

同  左 同  左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得し

た建物（付属設備を除く）

については、定額法を採用

しております。） 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物        10～50年 

機械及び装置   7～17年 

車両運搬具    6～ 8年 

工具器具及び備品 2～15年 

(1)有形固定資産 

同  左 

(1)有形固定資産 

同  左 

 (2）無形固定資産 

   ソフトウェア（自社利

用）については、社内にお

ける見込利用可能期間（３

～５年）による定額法を採

用しております。 

(2)無形固定資産 

同  左 

(2)無形固定資産 

同  左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等につ

いては個別に回収可能性

を勘案し回収不能見込額

を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同  左 

(1)貸倒引当金 

同  左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同  左 

(2)賞与引当金 

同  左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同  左 同  左 

５.ヘッジ会計の方法  (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ 

 ヘッジ対象 借入金 

(3）ヘッジ方針  

 金利リスクの低減のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行って

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッジ

対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額等を

基礎にして判断しております。 

同   左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 

(1）消費税等の会計処理 

同  左 

 

(1）消費税等の会計処理 

同  左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
 至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより、税

引前中間純利益は237,503千円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

 

 

 
表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 

 
 

(貸借対照表) 
 従来、区分掲記しておりました「未払

金」については、重要性が乏しくなった

ため「その他」に含めて表示することに

いたしました。なお、当期の「その他」

に含まれております「未払金」は、95,448

千円であります。 

 

 
 

 
追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

(外形標準課税) 

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会

（平成16年2月13日））が公表され

たことに伴い、当中間会計期間か

ら同実務対応報告に基づき、法人

事業税の付加価値割及び資本割

5,340千円を販売費及び一般管理

費として処理しております。 

 

 
 

(外形標準課税) 

実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会（平成16年2月13日））が公

表されたことに伴い、当事業年度から同

実務対応報告に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割12,000千円を販売費

及び一般管理費として処理しておりま

す。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
486,690千円 437,428千円 558,208千円

※２ 担保資産及び担保付

債務 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 
 
建物 272,397千円

土地 431,250 

計 703,647 

  

  
  

 
建物 218,685千円

土地 272,530 

計 491,216 

  

  
  

 
建物 272,749千円

土地 431,250 

計 703,999 

  

  
  

  担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 
 
短期借入金 100,000千円

一年内返済予定の
長期借入金 

118,582 

長期借入金 419,384 

計 637,967 
  

 
一年内返済予定の
長期借入金 

144,020千円

長期借入金 281,075 

社債 250,000 

計 675,095 

  
  

 
短期借入金 100,000千円

一年内返済予定の
長期借入金 

121,942 

長期借入金 446,089 

計 668,031 
  

※３ 消費税等の取扱い 

 

 

 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 同   左 ――――― 

 

※４ 中間期末（期末）日

満期手形の取扱い 

 中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をも

って決済処理をしております。

なお、当中間会計期間の末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれております。

受取手形 1,814千円 

 ――――― 

 

――――― 

 

 



 9

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１ 営業外収益の

うち主要なも

の 

受取利息 116千円

為替差益 15,607 
 

受取利息 46千円

為替差益 12,410
 

受取利息 230千円

  
 

※２ 営業外費用の

うち主要なも

の 

支払利息 13,846千円

 

 

支払利息 11,239千円

社債利息        974 

社債発行費      6,450 

 

支払利息 26,247千円

為替差損 2,866 

  

53千 

※３ 特別利益のう

ち主要なもの 

――――― 土地売却益 3,699千円
 

工具器具及び備        966千円

品売却益 

※４ 特別損失のう

ち主要なもの 

工具器具及び備

品売却損 

     115千円

投資有価証券評

価損 

    14,826千円

  
 

工具器具及び備

品除却損 

     85千円

減損損失    237,503千円

 

 

 

 

工具器具及び備

品売却損 

115千円

工具器具及び備

品除却損 

1,776千円

投資有価証券評

価損 

12,668千円 

 
 

 当中間会計期間において、当
社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上しました。 
 

用途 種類 場所 

遊休
資産

建物 
土地 
機械及び
装置 
工具器具
及び備品

千葉県松戸
市中和倉

     
当社は事業用資産について

は、事業の種類別セグメントに
基づき、資産のグルーピングを
行なっております。近年の地価
下落傾向の中、減損損失を認識
すべきとされた上記の遊休資産
につきまして、正味売却価額ま
で減額し、当該減少額を減損損
失(237,503千円)として特別損
失に計上しました。なお、正味
売却価額は不動産鑑定評価額に
よっています。 

 

５ 減価償却実施

額 

有形固定資産 70,697千円

無形固定資産 4,496    
  

有形固定資産 57,687千円

無形固定資産 4,489    
  

有形固定資産 144,891千円

無形固定資産 9,017    
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 

（千円） 

中間期末
残高相当
額 

（千円） 

車両運搬
具 

3,120 728 2,392 

工具器具
及び備品 

10,576 5,788 4,788 

合計 13,696 6,516 7,180 

  

 

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 

（千円）

車両運搬
具 

3,120 1,352 1,768

工具器具
及び備品

10,576 7,903 2,673

合計 13,696 9,255 4,441

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額
（千円）

車両運
搬具 

3,120 1,040 2,080

工具器
具及び
備品 

10,576 6,845 3,731

合計 13,696 7,885 5,811

  
（注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

（注） 

同   左 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しており

ます。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 2,739千円 

１年超 4,441 

合計 7,180 
  

 
１年内 2,300千円

１年超 2,141 

合計 4,441 
  

 
１年内 2,739千円

１年超 3,071 

合計 5,811 
  

（注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

（注） 

同   左 

（注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 
支払リース料 1,369千円 

減価償却費相当額 1,369 
  

 
支払リース料 1,369千円

減価償却費相当額 1,369 
  

 
支払リース料 2,739千円

減価償却費相当額 2,739 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 同   左 

 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 同   左 
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（有価証券関係） 
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 
 
（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 

１株当たり純資産額 70,635.44円

１株当たり中間純損失 2,618.19円

  

 

１株当たり純資産額 68,095.52円

１株当たり中間純損失 6,723.78円

  

 

１株当たり純資産額 75,737.14円

１株当たり当期純利益 2,474.10円

  
なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、新株引受権残高及び

ストックオプションの新株発行予定残数

がありますが、中間純損失が発生してい

るため記載しておりません。 

同    左 潜在株式調整後1株当た

り当期純利益 
2,394.38円

 

 
（注）１株当たり中間純損失又は当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり中間純損失又は当期純
利益 

   

中間純損失（△）又は当期純利益（千
円） 

△108,571 △280,455 102,596 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －  － 

普通株式に係る中間純損失（△）又は
当期純利益（千円） 

△108,571 △280,455 102,596 

期中平均株式数（株） 41,468 41,711 41,468 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益    

当期利益調整額 － － － 

普通株式増加数 － － 1,381 

 （うち新株予約権） － － (1,381) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益の
算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権(1,279個)    新株予約権3種類(1,525個) 新株予約権3種類(1,525個) 

 
（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

───── ───── ───── 
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(2)【その他】 
該当事項はありません。 


